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計 画 の 位 置 付 け

・本市の下⽔道事業は、公営企業として、「独⽴採算制
の原則」と「⾬⽔公費・汚⽔私費の原則」のもと、
⾃⽴性をもって経営しています。

・本計画は、持続可能な下⽔道経営に向けて、４年間の
施策・事業運営・財政運営の⽅向性と具体的な取組を
掲げた実施計画です。

計画の位置付け

本 計 画 の 策 定 ⽅ 針
・前計画の振り返り、下⽔道事業を取り巻く環境の変化・課題、横浜市下⽔道事業

経営研究会からの提⾔等を踏まえ、前計画の主要施策を引き続き着実に実施する
とともに、以下の取組を重点的に推進していきます。

【重点項⽬】
・⽼朽化した下⽔道施設の増加、降⾬の激甚化・頻発化、脱炭素社会の形成の推進に

対応していくため、「⽼朽化対策」、「浸⽔対策」、「温暖化対策」の強化

・多様な主体との連携の強化やデジタル・トランスフォーメーション（DX）の推進

・下⽔道事業を市⺠に広く、より分かりやすく伝える広報の推進

・財政状況を検証しながら必要な取組の実施と健全な経営の両⽴

【計画期間】
２０２２（令和４）年度〜２０２５（令和７）年度

⾬⽔公費・汚⽔私費の原則
下⽔道の主たる機能は、⾬⽔の排除と汚⽔の処理であり、このうち、⾬⽔の排除

に要する経費は税⾦（公費）で、汚⽔の処理に要する経費は下⽔道使⽤料（私費）
で負担すべきとの考え⽅があります。これを、「⾬⽔公費・汚⽔私費」の原則とい
い、下⽔道事業における経費負担の基本的な考え⽅です。

１



本 計 画 の 枠 組 み

経営⽅針１
安全で安⼼な

市⺠⽣活の実現

経営⽅針２
循環による

良好な環境の創造

経営⽅針３
安定したサービス
の持続的な提供

経営⽅針４
脱炭素社会への

挑戦

経 営 ⽅ 針

施策⽬標５ 世界につながる横浜下⽔道

施策⽬標６ 明⽇へつなぐ事業運営

施策⽬標７ 持続可能な財政運営

施 策 ⽬ 標

施策⽬標１ 災害に強いまちづくり

施策⽬標２ 良好な環境の実現

施策⽬標３ 市⺠⽣活を⽀える下⽔道の管理

施策⽬標４ 下⽔道の脱炭素化

基 本 姿 勢
基本姿勢１
信頼と共感

基本姿勢２
挑戦

基本姿勢３
多様な連携

基本姿勢４
公共性と経済性

経 営 理 念

かけがえのない環境を未来へつなぐ横浜の下⽔道
〜下⽔道の多様な機能を通じて、市⺠のくらしを⽀え、横浜の明⽇を創る〜

施策８ 国際技術協⼒・海外⽔ビジネス展開⽀援

施策９ 事業を担う体制づくり
施策10 下⽔道DX・技術開発
施策11 下⽔道事業のプロモーション活動

施策12 収⼊確保と⽀出削減

施策１ 浸⽔対策
施策２ 地震対策

施策３ 良好な⽔環境の創出
施策４ 循環型社会への貢献

施策５ 維持管理
施策６ ⽼朽化対策

施策７ 温室効果ガスの削減

施 策

経営理念に「かけがえのない環境を未来へつなぐ横浜の下⽔道」を掲げ、４つの経営
⽅針の実現に向けて、７つの施策⽬標からなる12の施策を展開していきます。

事業の実施にあたっては、４つの基本姿勢のもと、職員⼀丸となって取り組みます。
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下 ⽔ 道 の 役 割

SDGsと下⽔道事業
下⽔道の基本的役割は「都市の健全な発達及び公衆衛⽣の向上に寄与し、あわせ

て公共⽤⽔域の⽔質保全に資すること」であり、SDGsと密接に関係しています。
本市の下⽔道事業は７つの施策⽬標を掲げて取り組んでおり、引き続き、下⽔道

事業を推進することで、SDGsの実現にも貢献していきます。

下⽔道法第１条では、この法律
の⽬的として「下⽔道の整備を図
り、もって都市の健全な発達及び
公衆衛⽣の向上に寄与し、あわせ
て公共⽤⽔域の⽔質保全に資する
こと」と規定されており、「まち
を浸⽔から守る」、「まちを清潔
に保つ」、「川や海などの環境を
守る」の３つが下⽔道の基本的な
役割となっています。

⼀⽅で、時代や取り巻く環境の
変化に応じて、「下⽔道資源・資
産の有効活⽤」、「良好な⽔環境
の創出」、「計画的な資産管理」、
「地球温暖化対策への貢献」、
「国際貢献・国際交流」など、下
⽔道の役割は拡⼤してきています。

下⽔道の役割の変遷

７つの施策⽬標とSDGsとの関連性

３



横 浜 市 の 下 ⽔ 道

2020(令和２)年度末現在

市域⾯積 43,571ha
総⼈⼝ 3,775,319⼈
分流区域⾯積 29,193.80ha
合流区域⾯積 10,843.56ha
下⽔道普及率 100%
⽔再⽣センター 11箇所
ポンプ場 26箇所
管きょ延⻑ 11,934km
送泥管延⻑ 159km

※⼩数点以下2桁を四捨五⼊

横浜市の下⽔道の概要
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施 策 １ 浸 ⽔ 対 策
施策の⽅向性

現状と課題

４年間の主な取組

主な指標

・⽬標整備⽔準に対する浸⽔被害の解消に向け下⽔道施設の整備を推進
・⽬標整備⽔準を上回る降⾬に対する被害を軽減するため、⾃助・共助の促進⽀援や、

多様な主体と連携した⾬⽔の流出抑制対策を強化

・⽬標整備⽔準に対してこれまで過去に浸⽔被害を受けた
地区を重点的に整備しているものの⾬⽔整備率はいまだ
６割程度

・⼀⽅で、⽬標整備⽔準を上回る降⾬が頻発化しており、
浸⽔被害の軽減を図る必要

【計画的な浸⽔対策の着実な推進（ハード対策）】
・引き続き過去に浸⽔被害を受けた地区の重点的な整備とともに、横浜駅や⼾塚駅周辺

地区における新たな⾬⽔幹線等の整備
・⽔再⽣センター等における耐⽔化整備
・既存施設の有効活⽤に向けた検討
・気候変動に対応した新たな浸⽔対策の検討
【被害を軽減するための⾃助・共助の促進】
・想定最⼤規模降⾬（１時間当たり153mm）による浸⽔ハザードマップの全⼾配布 等
【グリーンインフラ等を活⽤した⾬⽔流出抑制対策】
・多様な公共施設と連携したグリーンインフラの活⽤や⾬⽔貯留浸透施設の設置促進

業務指標 計画開始時
令和4年度当初

中間期
令和5年度末

計画終了時
令和7年度末

⽬標整備⽔準（約50㎜/時間)の整備
（整備済地区数/整備対象地区数）

114/138
＜着⼿済地区：119＞

117 /138 
＜着⼿済地区：121＞

119/138
＜着⼿済地区：123＞

⽬標整備⽔準（約60㎜/時間)の整備
（整備済地区数/整備対象地区数）

38 /41
＜着⼿済地区：40＞

38 /41 
＜着⼿済地区：40＞

39 /41 
＜着⼿済地区：41＞

⽬標整備⽔準（約74㎜/時間)の整備
（横浜駅周辺地区 ⾬⽔幹線整備） ⽴坑施⼯ シールド施⼯ シールド施⼯

⾬⽔整備の⽬標整備⽔準

（１時間当たり約６０ｍｍ）（１時間当たり約５０ｍｍ）

横浜駅⻄⼝（平成16年台⾵20号）

時間降⾬量60ｍｍ以上発⽣回数（横浜市）
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気候変動に対応した新たな浸⽔対策の基本的な考え⽅

グリーンインフラの活⽤
あらゆる主体と連携を図り、

公園・樹林地・農地など⾃然
環境が持つ多様な機能を活⽤
するグリーンインフラを活⽤
し、浸⽔対策の強化と良好な
⽔循環の再⽣を図ります。

公園の活⽤（グランモール公園） 多様な主体と連携したグリーンインフラの活⽤

８

【気候変動を踏まえた対応】
・国から⽰された予測では、2040年に世界の平均気温が２℃上昇した場合、降⾬量が

現在の1.1倍に増加
・降⾬量が増加しても現状の⽔準を維持するため、⽬標整備⽔準を1.1倍に⾒直し施

設整備を強化

・本計画期間では、国や関係機関と協議を進めるなど事前準備に着⼿
◆1.1倍した⽬標整備⽔準

これから ( これまで ）
⾃然排⽔区域 【 5年確率降⾬】 51.9 mm/h （47.2 mm/h ）
ポンプ排⽔区域【10年確率降⾬】 63.7 mm/h （57.9 mm/h ）
特別地区 【30年確率降⾬】 81.6 mm/h （74.2 mm/h ）

・計画を上回る降⾬に対する減災⽬標の設定（床上浸⽔の防⽌など）について検討
・想定最⼤規模降⾬ 153 mm/h の降⾬に対して安全な避難の確保につなげるソフト

対策を引き続き推進

【予測対応型の浸⽔対策（施設整備の進め⽅）】
＜これまで＞過去に浸⽔被害のあった地区から優先的に整備
＜これから＞上記に加えて、浸⽔が想定される範囲や深さ、地域の特性などから優

先度を設定し、効率的に整備する予測対応型浸⽔対策を推進



施 策 ２ 地 震 対 策
施策の⽅向性

現状と課題

４年間の主な取組

主な指標

・災害時のトイレ機能の確保と下⽔道施設の耐震化の両⾯から対策を推進
・災害時の危機管理体制を確保

・平成23年の東⽇本⼤震災等において下⽔道施設の被害等によりトイレ使⽤ができない、
汚⽔の溢⽔などが発⽣し市⺠⽣活に影響。また、下⽔道起因による交通障害が発⽣

・今後30年以内の⼤規模地震の発⽣確率が70％程度といつ起きてもおかしくない状況

【災害時のトイレ機能確保】
・地域防災拠点におけるハマッコトイレ整備と流末枝線下⽔道の耐震化
・応急復旧活動拠点・災害拠点病院等の流末枝線下⽔道の耐震化
・幹線下⽔道の耐震化
・マンホールトイレ設置の助成
【下⽔道施設の耐震化】
・⽔再⽣センター等における耐震化や津波対策
・緊急輸送路下や鉄道軌道下の下⽔道管の耐震化
【危機管理体制の確保】
・BCPによる訓練と継続的な⾒直し 等

業務指標 計画開始時
令和4年度当初

中間期
令和5年度末

計画終了時
令和7年度末

ハマッコトイレの整備
（完了箇所数/地域防災拠点箇所数） 365/459 456 /459 456 /459

流末枝線下⽔道の耐震化
（完了箇所数/地域防災拠点箇所数） 312/459 399/459 459/459

⽔再⽣センター等における耐震化
（完了施設数/対象施設数） 53/69 56/69 65/69

液状化による
下⽔道管の被害

東⽇本⼤震災における
下⽔道施設の被害 下⽔道BCP導⼊による早期復旧のイメージ

地域防災拠点におけるハマッコトイレの整備

９

※

※地域防災拠点459箇所のうち、⼩学校の建て替え⼯事のため整備ができない３箇所を除く。

※ ※



施 策 ３ 良 好 な ⽔ 環 境 の 創 出
施策の⽅向性

現状と課題

４年間の主な取組

主な指標

・下⽔の⾼度処理化や合流式下⽔道の改善により公共⽤⽔域の更なる⽔質改善
・グリーンインフラ等の活⽤により健全な⽔循環の再⽣

・下⽔道普及率は概成１００％となり河川の⽔質は⼤幅に改善
・⼀⽅で閉鎖性⽔域である東京湾で窒素やりんの増加に伴う富栄養化により⾚潮が発⽣
・合流式下⽔道では⼤⾬時に⾬⽔で希釈された汚⽔の⼀部が公共⽤⽔域に流出
・都市化の進展に伴い、本来⾃然が有していた保⽔・浸透機能が喪失

【良好な処理⽔質の確保】
・東京湾流域の⽔再⽣センターにおける⾼度

処理の導⼊
・下⽔処理・汚泥処理施設の増設
・⼯場排⽔の規制・指導
【合流式下⽔道の改善】
・⾬⽔吐の改良や⾼速ろ過施設の設置
・改善効果の検証
【⽔循環の再⽣】
・グリーンインフラの活⽤や⾬⽔貯留浸透施設

の設置促進【再掲】

業務指標 計画開始時
令和4年度当初

中間期
令和5年度末

計画終了時
令和7年度末

⾼度処理の導⼊
（導⼊系列数/対象系列数） 30/46 33.5/46 37.5/46

⾬⽔吐の改良
（完了箇所数/対象箇所数） 142/146 146/146 完了済（R5）

下⽔道普及率と河川⽔質の推移 ⾚潮が発⽣した横浜の海

⾼度処理の導⼊

⾬⽔吐の改良
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施 策 ４ 循 環 型 社 会 へ の 貢 献
施策の⽅向性

現状と課題

４年間の主な取組

主な指標

・循環型社会や地球温暖化対策に貢献するため、下⽔道資源やエネルギーの活⽤を推進

・下⽔道事業は⼤量のエネルギーを使⽤している
⼀⽅、下⽔処理の過程で発⽣する下⽔汚泥や処
理⽔など、資源・エネルギーとして活⽤できる
ポテンシャルを保有

・循環型社会への貢献や安定した下⽔汚泥処理の
観点から、引き続き時代のニーズにあった下⽔
汚泥等の有効活⽤が必要

【下⽔道資源やエネルギーの活⽤】
・下⽔汚泥、消化ガス、下⽔処理⽔の有効活⽤
・下⽔道資源を活⽤したスマート農業実証事業

業務指標 計画開始時
令和4年度当初

中間期
令和5年度末

計画終了時
令和7年度末

下⽔汚泥の有効利⽤率 100％

下⽔道資源を活⽤した
スマート農業実証事業 事業着⼿ 効果検証 効果検証

横浜市における下⽔道資源の有効活⽤

下⽔道資源・エネルギー有効利⽤の流れ
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施 策 ５ 維 持 管 理
施策の⽅向性

現状と課題

４年間の主な取組

主な指標

・下⽔道管や⽔再⽣センターなどにおいて予防保全型の維持管理を推進
・⽔再⽣センターなどにおいて適正な運転管理の継続

・本市は下⽔道管約11,900km、11⽔再⽣センター、2汚泥資源化センター、26ポンプ場
等の膨⼤なストックを保有

・これらのストックの機能維持を図るため、計画的な点検・調査・清掃・修繕などの維
持管理を効率的に⾏う必要

・⽔再⽣センター等では24時間365⽇、常に安定した下⽔処理機能を維持するため、省
エネにも配慮した適正な運転管理が必要

【下⽔道管における予防保全型の維持管理】
・⼩⼝径管※1や中⼤⼝径管※2の維持管理
【⽔再⽣センター等における適正な

運転管理と予防保全型の維持管理】
・⽔再⽣センター等における

24時間体制の運転管理と維持管理

業務指標 計画開始時
令和4年度当初

中間期
令和5年度末

計画終了時
令和7年度末

30年以上経過する⼩⼝径管の
清掃・スクリーニング調査 1,200 km/年

中⼤⼝径管の調査延⻑ 450 km/年
（令和3〜5年度累計） 150 km/年

管路マネジメントシステム中央操作室での運転管理

調査により発⾒された下⽔道管の異常箇所の事例
（破損） （浸⼊⽔） （腐⾷）

12

※1 ⼩⼝径管 ：内径800㎜未満
※2 中⼤⼝径管：内径800㎜以上



施 策 ６ ⽼ 朽 化 対 策
施策の⽅向性

現状と課題

４年間の主な取組

主な指標

・下⽔道管の再整備や⽔再⽣センターの再構築などを計画的に推進
・再整備・再構築にあたっては施設規模の適正化と機能向上

・本市では特に1970年代後半以降、短期間に膨⼤な下⽔道整備
・今後、コンクリートの標準耐⽤年数50年を超える施設が増加
・⽼朽化した下⽔道管が原因の道路陥没が発⽣

【下⽔道管の再整備】
・下⽔道管や取付管の再整備
（令和４年度より全市域で展開）
【⽔再⽣センター等の再構築・再整備】
・⽔再⽣センター等の再構築
・設備、⼟⽊施設、送泥管の再整備

業務指標 計画開始時
令和4年度当初

中間期
令和5年度末

計画終了時
令和7年度末

下⽔道管の再整備
（状態監視により対策が必要な延⻑） 30 km/年

主要設備の再整備
（再整備済設備数/対象設備数） 0 / 153 70 / 153 153 / 153

取付管破損による道路陥没

布設後50年以上経過した下⽔道管（⾚⾊部） 供⽤後50年以上経過した⽔再⽣センター

更⽣⼯法による下⽔道管の再整備

下⽔道管の再整備を全市域で展開
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ポンプ設備の再整備

令和19年
約8,300km

平成29年
約900km

第Ⅰ期再整備区域
（戦前に整備された区域（約1,900ha））

第Ⅱ期再整備区域

（戦後から1970年頃までに整備された区域（約3,900ha））

再整備区域
（2022年以降）



施 策 ７ 温 室 効 果 ガ ス の 削 減
施策の⽅向性

現状と課題

４年間の主な取組

主な指標

・2030年の温室効果ガス排出量50％削減（2013年度⽐）、2050年の温室効果ガス排出
量実質ゼロ（カーボンニュートラル）を⽬指し、取組を推進

【温室効果ガス排出抑制と創エネルギーの活⽤】
・中⻑期的な⽬標達成に向けた取組、⽅針をまとめた

「横浜市下⽔道脱炭素プラン」に基づく施策の推進
・省エネ・創エネ設備やN2O低排出型汚泥焼却炉の導⼊

業務指標 計画開始時
令和4年度当初

中間期
令和5年度末

計画終了時
令和7年度末

温室効果ガス排出量の削減率
（2013年度⽐） −16.6 ％ −30 ％

施策８ 国際技術協⼒・海外⽔ビジネス展開⽀援
施策の⽅向性

現状と課題

４年間の主な取組

・公⺠連携による技術協⼒の推進や市内企業等の海外⽔ビジネス展開の⽀援

・新興国における⽔環境問題の解決に向け、技術協⼒を推進することで、本市のプレ
ゼンス向上と市内企業等の海外展開に対する⽀援の後押しが必要

【新興国における技術協⼒の推進】
・フィリピン国セブ市やベトナム国ハノイ市等における公⺠連携による技術協⼒
【海外⽔ビジネス展開の⽀援】
・市内企業等の海外⽔ビジネス展開⽀援
・⽔・環境ｿﾘｭｰｼｮﾝﾊﾌﾞ拠点の運営や横浜⽔ビジネス協議会のPR
【国際交流や国際会議への参加】
・国際会議等における発表や国際交流事業等における情報収集

市役所事業における排出量内訳

N2O低排出型
汚泥焼却炉の導⼊

技術セミナー(ハノイ市)
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・国における削減⽬標の⼤幅引き上げに対して、本市に
おいては新たな条例の制定や、地球温暖化対策実⾏計
画を改定するなど達成に向けた取組を推進

・下⽔道事業における温室効果ガス排出量は、本市事務
事業で排出される排出量の約２割と⼤きな割合

・下⽔道事業においてもこれまで以上の取組が必要



施 策 ９ 事 業 を 担 う 体 制 づ く り
施策の⽅向性

現状と課題

４年間の主な取組

・多様な主体との連携や業務の効率化を図るとともに、⼈材育成や技術継承を推進

・今後増加する業務量等に対して事業運営
を持続していく体制の確保が必要

・組織⼒の向上とともに、多様な主体との
連携が必要

・ベテラン職員の退職が進むため、職員の
技術⼒の維持・向上が必要

【多様な主体との連携】
・市内企業をはじめとした

公⺠連携事業の推進
【業務の効率化】
・発注業務の効率化
【⼈材育成・技術継承】
・研修等を通じたノウハウやナレッジの組織的な継承と定着
・経験を培い、視野を広げる機会の提供

施 策 1 0 下 ⽔ 道 D X ・ 技 術 開 発
施策の⽅向性

現状と課題

４年間の主な取組

・下⽔道DXや下⽔道に関する技術開発を推進

・ICTやAIの活⽤により、業務の効率化・最適化や市⺠サービスの向上に繋げる必要
・脱炭素社会や循環型社会の構築、浸⽔対策や⽼朽化対策など下⽔道事業が直⾯する

課題解決に向け、⺠間企業や⼤学等と連携し、新技術に関する調査・研究等の取組
が必要

【デジタル・トランスフォーメーション（DX）の推進】
・下⽔道DX戦略の策定と初動のアクションの推進
【下⽔道事業が直⾯する課題に対する技術開発】
・⺠間事業者や⼤学などの研究機関、他⾃治体等と連携

した調査・研究の推進（処理施設の省エネ、再⽣可能
エネルギーの創出等）

公⺠連携事業の実施状況

⺠間企業等との共同研究の枠組み
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整備費の推移イメージ



施 策 1 1 下 ⽔ 道 事 業 の プ ロ モ ー シ ョ ン 活 動
施策の⽅向性

現状と課題

４年間の主な取組

・市⺠に広く、より分かりやすい情報発信や市⺠との交流を通じた広報を推進

・下⽔道は「あって当たり前」の存在になっており、
アンケート結果によると若い世代ほど下⽔道事業へ
の興味・関⼼が低い状況

・市⺠の皆様に対して下⽔道事業への理解促進と
イメージアップを図る必要

【市⺠に広く、より分かりやすい情報発信】
・SNSや動画等、様々な媒体・ツールを活⽤したわかりやすい広報
【市⺠との交流を通じた広報】
・環境教育やイベント等、様々な機会を捉えた市⺠との交流

施 策 1 2 収 ⼊ 確 保 と ⽀ 出 削 減
施策の⽅向性

現状と課題

４年間の主な取組

・持続可能な財政運営のため、引き続き、収⼊確保と⽀出削減の取組を推進

【収⼊確保】
・下⽔道使⽤料のさらなる確保及び適正な徴収、国庫補助⾦の確保、下⽔道資源・資産

の有効活⽤による収⼊の確保
【⽀出削減】
・コスト削減（多様な電⼒調達、電⼒使⽤量の削減等）、包括的管理委託等による⺠間

活⼒の活⽤、企業債未償還残⾼の削減
【⻑期的な財政運営】
・計画期間の財政収⽀計画のほか、計画期間を含む12年間の財政収⽀⾒通しに基づく

対応策を検討

マンホールカード
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・今後の⼈⼝減少等により下⽔道使⽤料収⼊
は減少に転じる⾒通し

・今後、下⽔道施設の再整備、浸⽔対策、
温暖化対策等に伴う整備費が増加の⾒通し

・企業債未償還残⾼はピーク時の1.3兆円か
ら現在、6,300億円に半減

企業債未償還残⾼と⽀払利息額の推移

ピーク時の約1.3兆円から
現在、約6,300億円に半減

広報の効果
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